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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂材料で形成され且つ環状のタイヤ骨格体と、前記タイヤ骨格体の外周部に周方向に
巻回される補強金属コード部材と、を有するタイヤであって、
　前記タイヤ骨格体を形成する樹脂材料が、ポリアミド系エラストマーであり、
　前記補強金属コード部材の少なくとも一部が、少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂と
ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物で被覆されており、
　前記極性を有する熱可塑性樹脂が、エチレン－ビニルアルコール共重合体であり、
　前記被覆用混合物中の全固形分に対する前記極性を有する熱可塑性樹脂の含有量は、前
記被覆用混合物の全量に対して５５～８０質量％であるタイヤ。
【請求項２】
　前記補強金属コード部材の少なくとも一部が前記タイヤ骨格体に埋設された請求項１に
記載のタイヤ。
【請求項３】
　前記極性を有する熱可塑性樹脂のＳＰ値が１２．５以上である請求項１又は２に記載の
タイヤ。
【請求項４】
　前記タイヤ骨格体の外周部に前記被覆用混合物を含む補強コード被覆層を有し、前記補
強金属コード部材が前記補強コード被覆層によって覆われている請求項１～３のいずれか
１項に記載のタイヤ。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リムに装着されるタイヤに関し、特に、少なくとも一部が熱可塑性材料で形
成されたタイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、乗用車等の車両には、ゴム、有機繊維材料、スチール部材などから構成された空
気入りタイヤが用いられている。
【０００３】
　近年では、軽量化や、成形の容易さ、リサイクルのしやすさから、樹脂材料、特に熱可
塑性樹脂や熱可塑性エラストマーなどをタイヤ材料として用いることが検討されている。
　例えば、特許文献１および特許文献２には、熱可塑性の高分子材料、特にポリエステル
エラストマーを用いて成形された空気入りタイヤが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－１０４００８号公報
【特許文献２】特開平０３－１４３７０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　熱可塑性の高分子材料を用いたタイヤは、ゴム製の従来タイヤと比べて、製造が容易で
且つ低コストである。また、熱可塑性の高分子材料を用いてタイヤを製造する場合、製造
効率を高め、低コストを実現しながらも、従来のゴム製タイヤと比して遜色のない性能（
タイヤの要求特性）を実現することが求められている。
【０００６】
　しかし、上述の特許文献１のようにカーカスプライなどの補強部材を内包せず均一な熱
可塑性樹脂のみでタイヤを形成した場合、ゴム製の従来タイヤと同等の耐応力、耐内圧及
び剛性については容易に実現し難い。一方、前記特許文献２では、タイヤ本体（タイヤ骨
格体）のトレッド底部のタイヤ半径方向外面に、補強コードをタイヤ周方向に連続して螺
旋状に巻回した補強層を設け、タイヤ本体の耐カット性や耐パンク性を改善している。こ
こで、補強コードを用いる場合には、タイヤの性能上、タイヤ骨格体に補強コードが十分
に固定されることが要求される。しかし、補強コードとしてスチールコード等の金属部材
を用いた場合、通常の成型条件では補強コードとタイヤ骨格体との接着性を良好にするこ
とは難しい。このため、シランカップリング剤や接着剤等を用いてスチールコードを固定
することが検討されているが、スチールコードの撚り構造に対して内部にシランカップリ
ング剤等が浸透してしまうペネトレーションの発生による接着剤の残存揮発成分による発
泡といった問題がある。このため、タイヤの耐久性を更に高めるためには、タイヤ骨格体
に対する補強コードの接着耐久性の観点から改善の余地がある。
【０００７】
　本発明は、前記問題を解決すべく成されたものであり、樹脂材料で形成され、補強コー
ドとタイヤ骨格体との接着耐久性に優れたタイヤを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
（１）本発明のタイヤは、樹脂材料で形成され且つ環状のタイヤ骨格体と、前記タイヤ骨
格体の外周部に周方向に巻回される補強金属コード部材と、を有するタイヤであって、前
記補強金属コード部材の少なくとも一部が、少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリ
オレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物で被覆されており、前記被覆用
混合物中の全固形分に対する前記極性を有する熱可塑性樹脂の含有量は、前記被覆用混合
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物の全量に対して５５～８０質量％である。
【０００９】
　本発明のタイヤは、補強金属コード部材が少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリ
オレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物で被覆されている。極性を有す
る熱可塑性樹脂は、溶融状態で金属表面に接触させてそのまま硬化させると金属表面に強
固に接着させることができる。また、補強金属コード部材とタイヤ骨格体を形成する樹脂
材料との界面に前記被覆用混合物が存在していると、補強金属コード部材とタイヤ骨格体
との間の剛性段差を緩和させることができる。特に前記被覆用混合物は、極性を有する熱
可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとの含有比を調整することで容易に
柔軟性（弾性率）を調整することができ、特に極性を有する熱可塑性樹脂を単一で用いた
場合に比して柔軟性を高めることができる。このため、補強金属コード部材が前記被覆用
混合物で被覆されていると、前記被覆用混合物によって補強金属コード部材を高い接着力
で固定しつつ、タイヤ骨格体を構成する樹脂材料と補強金属コード部材との剛性段差を効
果的に緩和させることができる。
【００１０】
　また、本発明のタイヤは、タイヤ骨格体が樹脂材料で形成されているため、従来のゴム
製タイヤで必須工程であった加硫工程を必須とせず、例えば、射出成形等でタイヤ骨格体
を成形することができる。このため、製造工程の簡素化、時間短縮およびコストダウンな
ど生産性の向上を図ることができる。更に、樹脂材料をタイヤ骨格体に用いると、従来の
ゴム製タイヤに比してタイヤの構造を簡素化でき、その結果、タイヤの軽量化を実現する
ことが可能となる。このため、タイヤ骨格体として形成した場合にタイヤの耐摩耗性、耐
久性を向上させることができる。
【００１１】
（２）本発明のタイヤは、前記補強金属コード部材の少なくとも一部が前記タイヤ骨格体
に埋設されるように構成することができる。
【００１２】
　本発明のタイヤは前記補強金属コード部材の少なくとも一部を前記タイヤ骨格体に埋設
させると、前記補強金属コード部材は極性を有する熱可塑性樹脂材料で被覆されているた
め、前記極性を有する熱可塑性樹脂材料と前記タイヤ骨格体との接触面積を大きくするこ
とができる。これにより、補強金属コード部材とタイヤ骨格体とを更に強固に固定するこ
とができる。
【００１３】
（３）　本発明のタイヤは、前記極性を有する熱可塑性樹脂のＳＰ値が１２．５以上であ
るように構成することができる。前記極性を有する熱可塑性樹脂のＳＰ値が１２．５以上
であると、熱可塑性樹脂の金属表面に対する接着力が高い。前記極性を有する熱可塑性樹
脂のＳＰ値としては、１６．０が更に好ましい。
【００１４】
（４）本発明のタイヤは、前記タイヤ骨格体の外周部に前記被覆用混合物を含む補強コー
ド被覆層を有し、前記補強金属コード部材が前記補強コード被覆層によって覆われている
ように構成することができる。前記タイヤ骨格体の外周部に前記極性を有する補強コード
被覆層を設けることで、前記被覆用混合物によって補強金属コード部材を更に強固に固定
することができると共に、補強コード被覆層としての柔軟性を制御することで効果的にタ
イヤ骨格体と補強金属コード部材との剛性段差を緩和させることができる。このため、被
覆用混合物に用いられる材料の選択の自由度も向上させることができる。
【００１５】
（５）本発明のタイヤは、前記極性を有する熱可塑性樹脂として、エチレン－ビニルアル
コール共重合体を用いることができる。エチレンービニルアルコール共重合体は、補強金
属コード部材表面との接着性が良好であると共に、他の樹脂との接着性も良好であること
が多い。このため、タイヤ骨格体と前記被覆用混合物材料との接着性の観点から、タイヤ
骨格体を構成する樹脂材料の選択自由度が高い。
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【００１６】
（６）本発明のタイヤは、前記タイヤ骨格体を形成する樹脂材料として、ポリアミド系エ
ラストマーを用いることができる。ポリアミド系エラストマーは、弾性率（柔軟性）や強
度などの観点からタイヤ骨格体として要求される性能を満たすために好適な樹脂材料であ
るとともに、極性を有する熱可塑性樹脂との接着性も良好であることが多い。このため、
前記タイヤ骨格体を形成する樹脂材料として、ポリアミド系エラストマーを用いるタイヤ
骨格体と前記被覆用混合物材料との接着性の観点から、前記被覆用混合物の材料の選択自
由度が高い。
【発明の効果】
【００１７】
　以上説明したように、本発明によれば、樹脂材料で形成され、補強金属コード部材とタ
イヤ骨格体との接着耐久性に優れたタイヤを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】（Ａ）は本発明の一実施形態に係るタイヤの一部の断面を示す斜視図であり、（
Ｂ）は、リムに装着したビード部の断面図である。
【図２】第１の実施形態のタイヤのタイヤケースのクラウン部に補強コードが埋設された
状態を示すタイヤ回転軸に沿った断面図である。
【図３】コード加熱装置、およびローラ類を用いてタイヤケースのクラウン部に補強コー
ドを埋設する動作を説明するための説明図である。
【図４】第２の実施形態のタイヤのタイヤケースのクラウン部上に補強金属コード部材が
埋設された補強コード被覆層を有する態様を示すタイヤ回転軸に沿った断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明のタイヤは、樹脂材料で形成され且つ環状のタイヤ骨格体と、前記タイヤ骨格体
の外周部に周方向に巻回される補強金属コード部材と、を有するタイヤであって、前記補
強金属コード部材の少なくとも一部が、少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレ
フィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物で被覆されている。
【００２０】
　補強金属コード部材を用いてタイヤを形成する場合、タイヤの耐久性の観点から補強金
属コード部材がタイヤ骨格体に対して十分に固定されていることが望まれる。また、タイ
ヤの耐久性の観点からは、タイヤ形成の際に補強金属コード部材の移動の原因となるコー
ド周囲の空気の残存（気泡）の発生を防止することが好ましい。また、自動車等の乗り心
地の観点から樹脂タイヤのタイヤ骨格体に用いられる材料は柔軟であることが好ましい。
しかし、補強コードとしてスチールコードなど剛直な部材を用いた場合、柔軟な樹脂材料
と補強金属コード部材との弾性率の差（剛性段差）が大きくなってしまい、タイヤ骨格体
と補強金属コード部材との十分な接着耐久性を維持することが困難となる。一方、シラン
カップリング剤によってスチールコード等の補強金属コード部材の表面を処理する方法や
フェノール系接着剤等を用いる方法では、撚り構造を有するスチールコードを用いた場合
に、シランカップリング剤等が撚り構造内部に浸透することで揮発成分が残留し接着層に
気泡が生じるといった問題があると共に、タイヤ骨格体と補強金属コード部材との剛直段
差を緩和させることは難しい。
【００２１】
　これに対し、高い極性を有する熱可塑性樹脂は、溶融状態で金属表面に接触させてその
まま硬化させると金属表面に強固に接着させることができる。また、補強金属コード部材
とタイヤ骨格体を形成する樹脂材料との界面に少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポ
リオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物が存在していると、補強金属
コード部材とタイヤ骨格体との間の剛性段差を緩和させることができる。特に前記被覆用
混合物は、極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとの含有
比を調整することで容易に柔軟性（弾性率）を調整することができ、特に極性を有する熱
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可塑性樹脂を単一で用いた場合に比して柔軟性を高めることができる。このため、本発明
のタイヤのように、補強金属コード部材が前記被覆用混合物で被覆されていると、前記被
覆用混合物によって補強金属コード部材を高い接着力で固定しつつ、タイヤ骨格体を構成
する樹脂材料と補強金属コード部材との剛性段差を効果的に緩和させることができるため
、補強金属コード部材とタイヤ骨格体との接着耐久性を向上させることができる。
【００２２】
　ここで、「前記補強金属コード部材の少なくとも一部が、少なくとも極性を有する熱可
塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物で被覆されてい
る」とは、補強金属コード部材の表面の一部又は全部が前記被覆用混合物で被覆されてい
る状態を意味し、例えば、補強金属コード部材を芯としてその外周の一部又は全体が前記
被覆用混合物で被覆されている状態や、前記被覆用混合物を含んで構成される補強コード
被覆層をタイヤ骨格体の外周部に設けた場合に、補強金属コード部材の一部又は全部が前
記補強コード被覆層に埋設された状態が挙げられる。
【００２３】
　また、前記補強金属コード部材は、少なくとも一部が前記タイヤ骨格体に埋設されるよ
うに構成することができる。例えば、補強金属コード部材を芯としてその外周の一部又は
全体が前記被覆用混合物で被覆されている場合には、補強金属コード部材を被覆する前記
被覆用混合物とタイヤ骨格体との接触面積を大きくすることができるため、更に補強コー
ドの接着耐久性を向上させることができる。また、前記被覆用混合物を含んで構成される
補強コード被覆層をタイヤ骨格体の外周部に設けた場合には、タイヤ骨格体表面に補強金
属コード部材を埋設させることでタイヤ骨格体に補強金属コード部材を密着固定できると
共に、補強コード被覆層としての前記被覆用混合物とタイヤ骨格体との表面とが広く密着
して接着されるため、更に補強コードの接着耐久性を向上させることができる。
【００２４】
　以下、本発明における補強金属コード部材及びこれを被覆する少なくとも極性を有する
熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物、及び、タ
イヤ骨格体を構成する樹脂材料について説明し、続いて本発明のタイヤの具体的な実施形
態について図を用いて説明する。
【００２５】
＜補強金属コード部材＞
　前記補強金属コード部材としては、従来のゴム製タイヤに用いられる金属製のコードで
あれば適宜用いることができる。前記補強金属コード部材としては、例えば、金属繊維の
モノフィラメント（単線）、または、スチール繊維を撚ったスチールコードなどこれら繊
維を撚ったマルチフィラメント（撚り線）などを用いることができる。
【００２６】
＜被覆用混合物＞
　前記補強金属コード部材を被覆する被覆用混合物は、少なくとも少なくとも極性を有す
る熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む。前記被覆用混合物は
、極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとの含有比を調整
することで容易に柔軟性（弾性率）を調整することができ、特に極性を有する熱可塑性樹
脂を単一で用いた場合に比して柔軟性を高めることができる。
【００２７】
　前記補強金属コード部材は少なくとも一部が前記被覆用混合物に被覆されていればよく
、上述のように、補強金属コード部材を芯としてその外周の一部又は全体が前記被覆用混
合物で被覆されている状態や、前記被覆用混合物を含んで構成される補強コード被覆層を
タイヤ骨格体の外周部に設けた場合に、補強金属コード部材の一部又は全部が前記補強コ
ード被覆層に埋設された状態であればよい。また、補強金属コード部材とタイヤ骨格体と
の界面となる部位全体が前記被覆用混合物で被覆されていることが好ましく、補強金属コ
ード部材の表面全体として前記被覆用混合物で被覆されていることが更に好ましい。
【００２８】
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　前記補強金属コード部材を前記被覆用混合物で被覆する方法については特に限定はなく
、公知のコードの被覆方法等を適宜応用することができる。例えば、補強金属コード部材
を芯としてその外周の一部又は全体が前記被覆用混合物で被覆されている場合には、公知
のクロスヘッド押出機を用いてスチールコードに溶融状態の熱可塑性樹脂を被覆させる方
法を用いることができる。また、補強コード被覆層を形成する場合は、溶融状態の補強コ
ード被覆層にスチールコードを埋設させたり、スチールコードをタイヤ骨格体に巻回した
後に補強コード被覆層を形成してもよい。更に、溶融状態の補強コード被覆層にスチール
コードを埋設させた後更に溶融状態の少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフ
ィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物を積層して完全にスチールコード被覆
層に埋設させる方法なども用いることができる。
【００２９】
　前記被覆用混合物自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張弾性率（以下
、特に特定しない限り本明細書で「弾性率」とは引張弾性率を意味する。）としては、タ
イヤ骨格と補強金属コード部材との剛性段差を効果的に抑制する観点から、５０～５００
０Ｍｐａが好ましく、５０～４０００Ｍｐａがさらに好ましく、５０～３０００ＭＰａが
特に好ましい。
【００３０】
（極性を有する熱可塑性樹脂）
　本発明において、「極性を有する熱可塑性樹脂」とは、極性基を有する熱可塑性樹脂を
意味する。ここで「極性基」とは、極性のある原子団（置換基）を意味し、当該置換基を
有することで化合物が極性を有する化合物となる。このような極性基としては、極性を有
する置換基であれば特に限定はないが、アミノ基（－ＮＨ２－）、カルボキシル基（－Ｃ
ＯＯＨ）、ヒドロキシル基（－ＯＨ）、カルボニル基（－ＣＯ－）等が挙げられる。
【００３１】
　また、前記極性を有する熱可塑性樹脂は、溶解パラメーター(Solubility Parameter（
ＳＰ値）が１２．５以上であることが好ましく、１６．０以上であることが更に好ましい
。前記極性を有する熱可塑性樹脂のＳＰ値が１２．５以上であると、溶融状態で金属表面
に接触させそのまま硬化した際に、更に金属表面に対する熱可塑性樹脂の接着力に優れる
。
【００３２】
　前記被覆用混合物において、前記被覆用混合物中の全固形分に対する前記極性を有する
熱可塑性樹脂の含有量は、十分な補助金属コード部材との接着力を確保する観点から、前
記被覆用混合物の全量に対して５５～９０質量％が好ましく、５５～８０質量％であるこ
とが更に好ましい。
【００３３】
　前記極性を有する熱可塑性樹脂としては、例えば、エチレン－ビニルアルコール共重合
体（以下、単に「ＥＶＯＨ」と称することがある。）、又は、ポリアミド系熱可塑性樹脂
等を用いることができ、極性の高さと、それによる接着性の高さからエチレン－ビニルア
ルコール共重合体が特に好ましい。以下に、極性を有する熱可塑性樹脂としてＥＶＯＨ及
びポリアミド系熱可塑性樹脂を中心に説明するが、前記極性を有する熱可塑性樹脂が以下
に限定されるものではない。
【００３４】
－エチレン－ビニルアルコール共重合体（ＥＶＯＨ）－
　前記エチレン－ビニルアルコール共重合体中、エチレンの組成割合が多くビニルアルコ
ールの組成割合が少なくなるとその性状はポリエチレンに近くなる。このため、ＥＶＯＨ
自体の柔軟性は向上するものの、融点が下がり、更にガスバリア性が損なわれる。またエ
チレン含有量の減少は極性の低下を引き起こす。一方、エチレンの組成割合が少なく、ビ
ニルアルコールの組成割合が多くなると柔軟性は損なわれるが、融点が上昇し、ガスバリ
ア性が大きく向上する。また、これに併せて極性も増大する。これらＥＶＯＨの柔軟性を
考慮すると、ＥＶＯＨ中のエチレン含量は、２８～５０モル％程度であることが好ましい



(7) JP 6086643 B2 2017.3.1

10

20

30

40

50

。
　前記エチレン－ビニルアルコール共重合体としては、１種を単独で用いても良く、分子
量、組成比等の異なるものの２種以上を組み合わせて用いても良い。
【００３５】
　ＥＶＯＨの成形加工性、特に薄膜での押出し安定性を勘案するとＥＶＯＨの流動性は、
ＡＳＴＭＤ１２３８に準拠して２５０℃，荷重５００５ｇにて測定されたＭＦＲ値（以下
「ＭＦＲ（２５０℃／５００５ｇ）」と称す。）は３．０以上であることが好ましい。ま
た、ＥＶＯＨの前記ＭＦＲ（２５０℃／５００５ｇ）の上限については特に制限はないが
、通常２０以下である。
【００３６】
　また、前記ＥＶＯＨとしては、例えば、市販品のクラレ社製の「エバール」シリーズの
Ｌ－１０１Ｂ，Ｆ－１０１、Ｇ－１５６等を用いることができる。
【００３７】
－ポリアミド系熱可塑性樹脂－
　前記ポリアミド系熱可塑性樹脂としては、後述のポリアミド系熱可塑性エラストマーの
ハードセグメントを構成するポリアミドを挙げることができる。また、前記ポリアミド系
熱可塑性樹脂としては、ε-カプロラクタムを開環重縮合したポリアミド（アミド６）又
はメタキシレンジアミンを構成単位として有するポリアミド（アミドＭＸ）等を挙げるこ
とができる。
【００３８】
　前記アミド６は、例えば、｛ＣＯ－（ＣＨ２）５－ＮＨ｝ｎで表すことができる。また
、メタキシレンジアミンを構成単位として有するアミドＭＸは、例えば、下記構造式で表
わすことができる。前記アミド６としては、例えば、市販品の宇部興産社製「ＵＢＥナイ
ロン」１０２２Ｂ、１０１１ＦＢ等を用いることができる。また、前記アミドＭＸとして
は、例えば、市販品の三菱ガス化学社製のＭＸナイロン（Ｓ６００１、Ｓ６０２１，Ｓ６
０１１）等を用いることができる。
【００３９】
【化１】

【００４０】
　前記ポリアミド系熱可塑性樹脂は、前記各構成単位のみで構成されるホモポリマーであ
ってもよく、前記構成単位と他のモノマーとのコポリマーであってもよい。コポリマーの
場合、各ポリアミド系熱可塑性樹脂において、各々の構成単位の含有率が６０質量％以上
であることが好ましい。
【００４１】
（ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー）
　前記被覆用混合物に含まれるポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、後述の
タイヤ骨格体の樹脂材料として用いることのできるポリオレフィン系熱可塑性エラストマ
ーと同様のものを用いることができる。
【００４２】
　前記被覆用混合物において、前記極性を有する熱可塑性樹脂に対する前記ポリオレフィ
ン系熱可塑性エラストマーの含有量は、少な過ぎるとポリオレフィンを配合したことによ
る柔軟性、耐久性の改善効果を十分に得ることができないことがある。このため、前記被
覆用混合物中の全固形分に対する前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの含有率は
、１０～４５質量％が好ましく、２０～４５質量％であることが更に好ましい。
【００４３】
［樹脂材料］
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　次に、タイヤ骨格体を形成する樹脂材料について説明する。ここで、「樹脂材料」とは
、熱可塑性樹脂（熱可塑性エラストマーを含む）及び熱硬化性樹脂を含む概念であり、加
硫ゴムは含まない。
　前記熱硬化性樹脂としては、例えば、フェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、エ
ポキシ樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げられる。
　前記熱可塑性樹脂としては、例えば、ウレタン樹脂、オレフィン樹脂、塩化ビニル樹脂
、ポリアミド樹脂等が挙げられる。
【００４４】
　前記熱可塑性エラストマーは、一般に、ハードセグメントを構成するポリマーとソフト
セグメントを構成するポリマーとを有する共重合体からなる熱可塑性樹脂材料を意味する
。前記熱可塑性エラストマーとしては、例えば、ＪＩＳ　Ｋ６４１８に規定されるポリア
ミド系熱可塑性エラストマー（ＴＰＡ）、ポリエステル系熱可塑性エラストマー（ＴＰＣ
）、ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー（ＴＰＯ）、ポリスチレン系熱可塑性エラス
トマー（ＴＰＳ）、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー（ＴＰＵ）、熱可塑性ゴム架橋
体（ＴＰＶ）、若しくはその他の熱可塑性エラストマー（ＴＰＺ）等が挙げられる。なお
、走行時に必要とされる弾性と製造時の成形性等を考慮すると前記タイヤ骨格体は、前記
樹脂材料として、熱可塑性樹脂を用いるのが好ましく、熱可塑性エラストマーを用いるこ
とが更に好ましい。更に、補強金属コード部材を被覆する熱可塑性樹脂としてポリアミド
系熱可塑性樹脂又はＥＶＯＨを用いる場合には、特にポリアミド系熱可塑性エラストマー
を用いるのが好ましい。
　また、以下樹脂材料において同種とは、エステル系同士、スチレン系同士などの形態を
指す。
【００４５】
－ポリアミド系熱可塑性エラストマー－
　前記ポリアミド系熱可塑性エラストマーとは、結晶性で融点の高いハードセグメントを
構成するポリマーと非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを構成するポリマー
とを有する共重合体からなる熱可塑性樹脂材料であって、ハードセグメントを構成するポ
リマーの主鎖にアミド結合（－CONH－）を有するものを意味する。ポリアミド系熱可塑性
エラストマーとしては、例えば、ＪＩＳ Ｋ６４１８：２００７に規定されるアミド系熱
可塑性エラストマー（ＴＰＡ）等や、特開２００４－３４６２７３号公報に記載のポリア
ミド系エラストマー等を挙げることができる。
【００４６】
　前記ポリアミド系熱可塑性エラストマーは、少なくともポリアミドが結晶性で融点の高
いハードセグメントを構成し、他のポリマー（例えば、ポリエステルまたはポリエーテル
等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを構成している材料が挙げられる
。また、ポリアミド系熱可塑性エラストマーはハードセグメントおよびソフトセグメント
の他に、ジカルボン酸等の鎖長延長剤を用いてもよい。前記ハードセグメントを形成する
ポリアミドとしては、例えば、下記一般式（１）または一般式（２）で表されるモノマー
によって生成されるポリアミドを挙げることができる。
【００４７】
一般式（１）
【化２】

［一般式（１）中、Ｒ１は、炭素数２～２０の炭化水素の分子鎖、または、炭素数２～２
０のアルキレン基を表す。］
【００４８】
一般式（２）
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【化３】

［一般式（２）中、Ｒ２は、炭素数３～２０の炭化水素の分子鎖、または、炭素数３～２
０のアルキレン基を表す。］
【００４９】
　一般式（１）中、Ｒ１としては、炭素数３～１８の炭化水素の分子鎖または炭素数３～
１８のアルキレン基が好ましく、炭素数４～１５の炭化水素の分子鎖または炭素数４～１
５のアルキレン基が更に好ましく、炭素数１０～１５の炭化水素の分子鎖または炭素数１
０～１５のアルキレン基が特に好ましい。また、一般式（２）中、Ｒ２としては、炭素数
３～１８の炭化水素の分子鎖または炭素数３～１８のアルキレン基が好ましく、炭素数４
～１５の炭化水素の分子鎖または炭素数４～１５のアルキレン基が更に好ましく、炭素数
１０～１５の炭化水素の分子鎖または炭素数１０～１５のアルキレン基が特に好ましい。
　前記一般式（１）または一般式（２）で表されるモノマーとしては、ω－アミノカルボ
ン酸やラクタムが挙げられる。また、前記ハードセグメントを形成するポリアミドとして
は、これらω－アミノカルボン酸やラクタムの重縮合体や、ジアミンとジカルボン酸との
共縮重合体等が挙げられる。
【００５０】
　前記ω－アミノカルボン酸としては、６－アミノカプロン酸、７－アミノヘプタン酸、
８－アミノオクタン酸、１０－アミノカプリン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－ア
ミノドデカン酸などの炭素数５～２０の脂肪族ω－アミノカルボン酸等を挙げることがで
きる。また、ラクタムとしては、ラウリルラクタム、ε－カプロラクタム、ウデカンラク
タム、ω－エナントラクタム、２－ピロリドンなどの炭素数５～２０の脂肪族ラクタムな
どを挙げることができる。
　前記ジアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、トリメチレンジアミン、テトラメ
チレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメチレンジ
アミン、ノナメチレンジアミン、デカメチレンジアミン、ウンデカメチレンジアミン、ド
デカメチレンジアミン、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、２，４，４－
トリメチルヘキサメチレンジアミン、３－メチルペンタメチレンジアミン、メタキシレン
ジアミンなどの炭素数２～２０の脂肪族ジアミンなどのジアミン化合物を挙げることがで
きる。また、ジカルボン酸は、ＨＯＯＣ－（Ｒ３）ｍ－ＣＯＯＨ（Ｒ３：炭素数３～２０
の炭化水素の分子鎖、ｍ：０または１）で表すことができ、例えば、シュウ酸、コハク酸
、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデ
カン二酸などの炭素数２～２０の脂肪族ジカルボン酸を挙げることができる。
　前記ハードセグメントを形成するポリアミドとしては、ラウリルラクタム、ε－カプロ
ラクタムまたはウデカンラクタムを開環重縮合したポリアミドを好ましく用いることがで
きる。
【００５１】
　また、前記ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、ポリエステル、ポ
リエーテルが挙げられ、例えば、ポリエチレングリコール、プリプロピレングリコール、
ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル等が挙げら
れ、これらを単独でまたは２種以上を用いることができる。また、ポリエーテルの末端に
アニモニア等を反応させることによって得られるポリエーテルジアミン等を用いることが
できる。
　ここで、「ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル」とは、下記一般式（３）に示されるポ
リエーテルを意味する。
【００５２】
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一般式（３）
【化４】

［一般式（３）中、ｘおよびｚは、１～２０の整数を表す。ｙは、４～５０の整数を表す
。］
【００５３】
　前記一般式（３）において、ｘおよびｚとしては、それぞれ、１～１８の整数が好まし
く、１～１６の整数が更に好ましく、１～１４の整数が特に好ましく、１～１２の整数が
最も好ましい。また、前記一般式（３）において、ｙとしては、それぞれ、５～４５の整
数が好ましく、６～４０の整数が更に好ましく、７～３５の整数が特に好ましく、８～３
０の整数が最も好ましい。
【００５４】
　前記ハードセグメントと前記ソフトセグメントとの組合せとしては、上述で挙げたハー
ドセグメントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。この中で
も、ラウリルラクタムの開環重縮合体／ポリエチレングリコールの組合せ、ラウリルラク
タムの開環重縮合体／ポリプロピレングリコールの組合せ、ラウリルラクタムの開環重縮
合体／ポリテトラメチレンエーテルグリコールの組合せ、ラウリルラクタムの開環重縮合
体／ＡＢＡ型トリブロックポリエーテルの組合せ、が好ましく、ラウリルラクタムの開環
重縮合体／ＡＢＡ型トリブロックポリエーテルの組合せが特に好ましい。
【００５５】
　前記ハードセグメントを構成するポリマー（ポリアミド）の数平均分子量としては、溶
融成形性の観点から、３００～１５０００が好ましい。また、前記ソフトセグメントを構
成するポリマーの数平均分子量としては、強靱性および低温柔軟性の観点から、２００～
６０００が好ましい。更に、前記ハードセグメント（ｘ）およびソフトセグメント（ｙ）
との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、５０：５０～９０：１０が好ましく、５０
：５０～８０：２０が更に好ましい。
【００５６】
　前記ポリアミド系熱可塑性エラストマーは、前記ハードセグメントを形成するポリマー
およびソフトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成
することができる。
【００５７】
　前記ポリアミド系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品の宇部興産（株）の
「ＵＢＥＳＴＡ　ＸＰＡ」シリーズ（例えば、ＸＰＡ９０６３Ｘ１、ＸＰＡ９０５５Ｘ１
、ＸＰＡ９０４８Ｘ２、ＸＰＡ９０４８Ｘ１、ＸＰＡ９０４０Ｘ１、ＸＰＡ９０４０Ｘ２
ＸＰＡ９０４４等）、ダイセル・エポニック（株）の「スタミド」シリーズ（例えば、Ｅ
４０－Ｓ３、Ｅ４７－Ｓ１、Ｅ４７－Ｓ３、Ｅ５５－Ｓ１、Ｅ５５－Ｓ３、ＥＸ９２００
、Ｅ５０－Ｒ２）等を用いることができる。
【００５８】
－ポリスチレン系熱可塑性エラストマー
　前記ポリスチレン系熱可塑性エラストマーは、少なくともポリスチレンがハードセグメ
ントを構成し、他のポリマー（例えば、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリエチレン
、水添ポリブタジエン、水添ポリイソプレン等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフト
セグメントを構成している材料が挙げられる。前記ハードセグメントを形成するポリスチ
レンとしては、例えば、公知のラジカル重合法、イオン性重合法で得られるものが好適に
使用でき、例えば、アニオンリビング重合を持つポリスチレンが挙げられる。
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【００５９】
　また、前記ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、ポリブタジエン、
ポリイソプレン、ポリ（２，３－ジメチル－ブタジエン）等が挙げられる。
【００６０】
　上述のハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、上述で挙げたハード
セグメントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。この中でも
ポリスチレン／ポリブタジエンの組合せ、ポリスチレン／ポリイソプレンの組合せが好ま
しい。また、熱可塑性エラストマーの意図しない架橋反応を抑制するため、ソフトセグメ
ントは水素添加されていることが好ましい。
【００６１】
　前記ハードセグメントを構成するポリマー（ポリスチレン）の数平均分子量としては、
５０００～５０００００が好ましく、１００００～２０００００が好ましい。
また、前記ソフトセグメントを構成するポリマーの数平均分子量としては、５０００～１
００００００が好ましく、１００００～８０００００が更に好ましく、３００００～５０
００００が特に好ましい。更に、前記ハードセグメント（ｘ）およびソフトセグメント（
ｙ）との体積比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、５：９５～８０：２０が好ましく、１
０：９０～７０：３０が更に好ましい。
【００６２】
　前記ポリスチレン系熱可塑性エラストマーは、前記ハードセグメントを形成するポリマ
ーおよびソフトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合
成することができる。
　前記ポリスチレン系熱可塑性エラストマーとしては、スチレン－ブタジエン系共重合体
［ＳＢＳ（ポリスチレン－ポリ（ブチレン）ブロック－ポリスチレン）、ＳＥＢＳ（ポリ
スチレン－ポリ（エチレン/ブチレン）ブロック－ポリスチレン）］、スチレン－イソプ
レン共重合体［ポリスチレン－ポリイソプレンブロック－ポリスチレン）、スチレン－プ
ロピレン系共重合体［ＳＥＰ（ポリスチレン－（エチレン/プロピレン）ブロック）、Ｓ
ＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン/プロピレン）ブロック－ポリスチレン）、ＳＥ
ＥＰＳ（ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン/プロピレン）ブロック－ポリスチレ
ン）、ＳＥＢ（ポリスチレン（エチレン/ブチレン）ブロック）等が挙げられる。
【００６３】
　前記ポリスチレン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品の旭化成社製の「
タフテック」シリーズ（例えば、Ｈ１０３１、Ｈ１０４１、Ｈ１０４３、Ｈ１０５１、Ｈ
１０５２、Ｈ１０５３、タフテックＨ１０６２、Ｈ１０８２、Ｈ１１４１、Ｈ１２２１、
Ｈ１２７２）、（株）クラレ製のＳＥＢＳ（８００７、８０７６等）、ＳＥＰＳ（２００
２、２０６３等）等を用いることができる。
【００６４】
－ポリウレタン系熱可塑性エラストマー－
　前記ポリウレタン系熱可塑性エラストマーは、少なくともポリウレタンが物理的な凝集
によって疑似架橋を形成しているハードセグメントを構成し、他のポリマーが非晶性でガ
ラス転移温度の低いソフトセグメントを構成している材料が挙げられ、例えば、下記式Ａ
で表される単位構造を含むソフトセグメントと、下記式Ｂで表される単位構造を含むハー
ドセグメントとを含む共重合体として表すことができる。
【００６５】
【化５】
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［前記式中、Ｐは、長鎖脂肪族ポリエーテルまたは長鎖脂肪族ポリエステルを表す。Ｒは
、脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、芳香族炭化水素を表す。Ｐ’は、短鎖脂肪族炭化水
素、脂環族炭化水素、または、芳香族炭化水素を表す。］
【００６６】
　前記式Ａ中、Ｐで表される長鎖脂肪族ポリエーテルおよび長鎖脂肪族ポリエステルとし
ては、例えば、分子量５００～５０００のものを使用することができる。前記Ｐは、前記
Ｐで表される長鎖脂肪族ポリエーテルおよび長鎖脂肪族ポリエステルを含むジオール化合
物に由来する。このようなジオール化合物としては、例えば、分子量が前記範囲内にある
、ポリエチレングリコール、プリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグ
リコール、ポリ（ブチレンアジベート）ジオール、ポリ－ε－カプロラクトンジオール、
ポリ（ヘキサメチレンカーボネート）ジオール、前記ＡＢＡ型トリブロックポリエーテル
等が挙げられる。
　これらは単独で使用されてもよく、また２種以上が併用されてもよい。
【００６７】
　前記式Ａおよび式Ｂ中、前記Ｒは、前記Ｒで表される脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素
または芳香族炭化水素を含むジイソシアネート化合物に由来する。前記Ｒで表される脂肪
族炭化水素を含む脂肪族ジイソシアネート化合物としては、例えば、１，２－エチレンジ
イソシアネート、１，３－プロピレンジイソシアネート、１，４－ブタンジイソシアネー
ト、および１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート等が挙げられる。
　また、前記Ｒで表される脂環族炭化水素を含むジイソシアネート化合物としては、例え
ば、１，４－シクロヘキサンジイソシアネートおよび４，４－シクロヘキサンジイソシア
ネート等が挙げられる。更に、前記Ｒで表される芳香族炭化水素を含む芳香族ジイソシア
ネート化合物としては例えば、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、トリレン
ジイソシアネートが挙げられる。
　これらは単独で使用されてもよく、また２種以上が併用されてもよい。
【００６８】
　前記式Ｂ中、Ｐ’ で表される短鎖脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素、または、芳香族
炭化水素としては、例えば、分子量５００未満のものを使用することができる。また、前
記Ｐ’は、前記Ｐ’ で表される短鎖脂肪族炭化水素、脂環族炭化水素または芳香族炭化
水素を含むジオール化合物に由来する。前記Ｐ’で表される短鎖脂肪族炭化水素を含む脂
肪族ジオール化合物としては、グリコールおよびポリアルキレングリコールが挙げられ、
例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、トリメチレングリコール、１，４
－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキ
サンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナン
ジオールおよび１，１０－デカンジオールが挙げられる。
　また、前記Ｐ’で表される脂環族炭化水素を含む脂環族ジオール化合物としては、例え
ば、シクロペンタン－１，２－ジオール、シクロヘキサン－１，２－ジオール、シクロヘ
キサン－１，３－ジオール、シクロヘキサン－１，４－ジオール、およびシクロヘキサン
－１，４－ジメタノール等が挙げられる。
　更に、前記Ｐ’で表される芳香族炭化水素を含む芳香族ジオール化合物としては、例え
ば、ヒドロキノン、レゾルシン、クロロヒドロキノン、ブロモヒドロキノン、メチルヒド
ロキノン、フェニルヒドロキノン、メトキシヒドロキノン、フェノキシヒドロキノン、４
，４’－ジヒドロキシビフェニル、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテル、４，４
’－ジヒドロキシジフェニルサルファイド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン
、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルメタン、
ビスフェノールＡ、１，１－ジ（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェノキシ）エタン、１，４－ジヒドロキシナフタリン、および２，
６－ジヒドロキシナフタリン等が挙げられる。
　これらは単独で使用されてもよく、また２種以上が併用されてもよい。
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【００６９】
　前記ハードセグメントを構成するポリマー（ポリウレタン）の数平均分子量としては、
溶融成形性の観点から、３００～１５００が好ましい。また、前記ソフトセグメントを構
成するポリマーの数平均分子量としては、ポリウレタン系熱可塑性エラストマーの柔軟性
および熱安定性の観点から、５００～２００００が好ましく、５００～５０００が更に好
ましく、特に好ましくは５００～３０００である。また、前記ハードセグメント（ｘ）お
よびソフトセグメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、１５：８５～
９０：１０が好ましく、３０：７０～９０：１０が更に好ましい。
　前記ポリウレタン系熱可塑性エラストマーは、前記ハードセグメントを形成するポリマ
ー及びソフトセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成
することができる。前記ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、特開平
５－３３１２５６に記載の熱可塑性ポリウレタンを用いることができる。
　前記ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとして、具体的には、芳香族ジオールと芳香
族ジイソシアネートとからなるハードセグメントと、ポリ炭酸エステルからなるソフトセ
グメントの組合せが好ましく、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）／ポリエステル系ポ
リオール共重合体、ＴＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＴＤＩ／カプロラクト
ン系ポリオール共重合体、ＴＤＩ／ポリカーボネート系ポリオール共重合体、４，４’－
ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）／ポリエステル系ポリオール共重合体、Ｍ
ＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＭＤＩ／カプロラクトン系ポリオール共重合
体、ＭＤＩ／ポリカーボネート系ポリオール共重合体、ＭＤＩ＋ヒドロキノン／ポリヘキ
サメチレンカーボネート共重合体が好ましく、ＴＤＩ／ポリエステル系ポリオール共重合
体、ＴＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＭＤＩ／ポリエステルポリオール共重
合体、ＭＤＩ／ポリエーテル系ポリオール共重合体、ＭＤＩ＋ヒドロキノン／ポリヘキサ
メチレンカーボネート共重合体が更に好ましい。
【００７０】
　また、前記ポリウレタン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品のＢＡＳＦ
社製の「エラストラン」シリーズ（例えば、ＥＴ６８０、ＥＴ８８０、ＥＴ６９０、ＥＴ
８９０等）、（株）クラレ社製「クラミロンＵ」シリーズ（例えば、２０００番台、３０
００番台、８０００番台、９０００番台）、日本ミラクトラン（株）製の「ミラクトラン
」シリーズ（例えば、ＸＮ－２００１、ＸＮ－２００４、Ｐ３９０ＲＳＵＰ、Ｐ４８０Ｒ
ＳＵＩ、Ｐ２６ＭＲＮＡＴ、Ｅ４９０、Ｅ５９０、Ｐ８９０）等を用いることができる。
【００７１】
－ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー－
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーは、少なくともポリオレフィンが結晶性で
融点の高いハードセグメントを構成し、他のポリマー（例えば、前記ポリオレフィン、他
のポリオレフィン、ポリビニル化合物）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメン
トを構成している材料が挙げられる。前記ハードセグメントを形成するポリオレフィンと
しては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、アイソタクチックポリプロピレン、ポ
リブテン等が挙げられる。
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、オレフィン－α－オレフィンラ
ンダム共重合体、オレフィンブロック共重合体等が挙げられ、例えば、プロピレンブロッ
ク共重合体、エチレン－プロピレン共重合体、プロピレン－１－ヘキセン共重合体、プロ
ピレン－４－メチル－１ペンテン共重合体、プロピレン－１－ブテン共重合体、エチレン
－１－ヘキセン共重合体、エチレン－４－メチル－ペンテン共重合体、エチレン－１－ブ
テン共重合体、１－ブテン－１－ヘキセン共重合体、１－ブテン－４－メチル－ペンテン
、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体、エチレン
－メタクリル酸エチル共重合体、エチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、エチレン－メ
チルアクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン－ブチル
アクリレート共重合体、プロピレン－メタクリル酸共重合体、プロピレン－メタクリル酸
メチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸エチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸
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ブチル共重合体、プロピレン－メチルアクリレート共重合体、プロピレン－エチルアクリ
レート共重合体、プロピレン－ブチルアクリレート共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重
合体、プロピレン－酢酸ビニル共重合体等が挙げられる。
【００７２】
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、プロピレンブロック共重合体、
エチレン－プロピレン共重合体、プロピレン－１－ヘキセン共重合体、プロピレン－４－
メチル－１ペンテン共重合体、プロピレン－１－ブテン共重合体、エチレン－１－ヘキセ
ン共重合体、エチレン－４－メチル－ペンテン共重合体、エチレン－１－ブテン共重合体
、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸メチル共重合体、エチレン
－メタクリル酸エチル共重合体、エチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、エチレン－メ
チルアクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン－ブチル
アクリレート共重合体、プロピレン－メタクリル酸共重合体、プロピレン－メタクリル酸
メチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸エチル共重合体、プロピレン－メタクリル酸
ブチル共重合体、プロピレン－メチルアクリレート共重合体、プロピレン－エチルアクリ
レート共重合体、プロピレン－ブチルアクリレート共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重
合体、プロピレン－酢酸ビニル共重合体が好ましく、エチレン－プロピレン共重合体、プ
ロピレン－１－ブテン共重合体、エチレン－１－ブテン共重合体、エチレン－メタクリル
酸メチル共重合体、エチレン－メチルアクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレ
ート共重合体、エチレン－ブチルアクリレート共重合体が更に好ましい。
　また、エチレンとプロピレンといったように２種以上のポリオレフィン樹脂を組み合わ
せて使用してもよい。また、前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー中のポリオレフ
ィン含率は、５０質量％以上１００質量％以下が好ましい。
【００７３】
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量としては、５，０００～１
０，０００，０００であることが好ましい。ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの数
平均分子量が５，０００～１０，０００，０００にあると、熱可塑性樹脂材料の機械的物
性が十分であり、加工性にも優れる。同様の観点から、７，０００～１，０００，０００
であることが更に好ましく、１０，０００～１，０００，０００が特に好ましい。これに
より、熱可塑性樹脂材料の機械的物性及び加工性を更に向上させることができる。また、
前記ソフトセグメントを構成するポリマーの数平均分子量としては、強靱性及び低温柔軟
性の観点から、２００～６０００が好ましい。更に、前記ハードセグメント（ｘ）及びソ
フトセグメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、５０：５０～９５：
１５が好ましく、５０：５０～９０：１０が更に好ましい。
【００７４】
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーは、公知の方法によって共重合することで
合成することができる。
【００７５】
　前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品の三井化学社製
の「タフマー」シリーズ（例えば、Ａ０５５０Ｓ、Ａ１０５０Ｓ、Ａ４０５０Ｓ、Ａ１０
７０Ｓ、Ａ４０７０Ｓ，Ａ３５０７０Ｓ、Ａ１０８５Ｓ、Ａ４０８５Ｓ、Ａ７０９０、Ａ
７００９０、ＭＨ７００７、ＭＨ７０１０、ＸＭ－７０７０、ＸＭ－７０８０、ＢＬ４０
００、ＢＬ２４８１、ＢＬ３１１０、ＢＬ３４５０、Ｐ－０２７５、Ｐ－０３７５、Ｐ－
０７７５、Ｐ－０１８０、Ｐ－０２８０、Ｐ－０４８０、Ｐ－０６８０）、三井・デュポ
ンポリケミカル（株）「ニュクレル」シリーズ（例えば、ＡＮ４２１４Ｃ、ＡＮ４２２５
Ｃ、ＡＮ４２１１５Ｃ、Ｎ０９０３ＨＣ、Ｎ０９０８Ｃ、ＡＮ４２０１２Ｃ、Ｎ４１０、
Ｎ１０５０Ｈ、Ｎ１１０８Ｃ、Ｎ１１１０Ｈ、Ｎ１２０７Ｃ、Ｎ１２１４、ＡＮ４２２１
Ｃ、Ｎ１５２５、Ｎ１５６０、Ｎ０２００Ｈ、ＡＮ４２２８Ｃ、ＡＮ４２１３Ｃ、Ｎ０３
５Ｃ、「エルバロイＡＣ」シリーズ（例えば、１１２５ＡＣ、１２０９ＡＣ、１２１８Ａ
Ｃ、１６０９ＡＣ、１８２０ＡＣ、１９１３ＡＣ、２１１２ＡＣ、２１１６ＡＣ、２６１
５ＡＣ、２７１５ＡＣ、３１１７ＡＣ、３４２７ＡＣ、３７１７ＡＣ）、住友化学（株）
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「アクリフト」シリーズ、「エバテート」シリーズ、東ソー（株）「ウルトラセン」シリ
ーズ等を用いることができる。
　更に、前記ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品のプライ
ムポリマー製の「プライムＴＰＯ」シリーズ（例えば、Ｅ－２９００Ｈ、Ｆ－３９００Ｈ
、Ｅ－２９００、Ｆ－３９００、Ｊ－５９００、Ｅ－２９１０、Ｆ－３９１０、Ｊ－５９
１０、Ｅ－２７１０、Ｆ－３７１０、Ｊ－５９１０、Ｅ－２７４０、Ｆ－３７４０、Ｒ１
１０ＭＰ、Ｒ１１０Ｅ、Ｔ３１０Ｅ、Ｍ１４２Ｅ等）等も用いることができる。
【００７６】
－ポリエステル系熱可塑性エラストマー－
　前記ポリエステル系熱可塑性エラストマーは、少なくともポリエステルが結晶性で融点
の高いハードセグメントを構成し、他のポリマー（例えば、ポリエステルまたはポリエー
テル等）が非晶性でガラス転移温度の低いソフトセグメントを構成している材料が挙げら
れる。
【００７７】
　前記ハードセグメントを形成するポリエステルとしては、芳香族ポリエステルを用いる
ことができる。芳香族ポリエステルは、例えば、芳香族ジカルボン酸またはそのエステル
形成性誘導体と脂肪族ジオールとから形成することができる。前記芳香族ポリエステルと
しては、好ましくは、テレフタル酸およびまたはジメチルテレフタレートと１，４－ブタ
ンジオールから誘導されるポリブチレンテレフタレートであり、更に、イソフタル酸、フ
タル酸、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸、ナフタレン－２，７－ジカルボン酸、ジフ
ェニル－４，４’－ジカルボン酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸、５－スルホイソフ
タル酸、あるいはこれらのエステル形成性誘導体などのジカルボン酸成分と、分子量３０
０以下のジオール、例えば、エチレングリコール、トリメチレングリコール、ペンタメチ
レングリコール、ヘキサメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、デカメチレング
リコールなどの脂肪族ジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、トリシクロデカ
ンジメチロールなどの脂環式ジオール、キシリレングリコール、ビス（ｐ－ヒドロキシ）
ジフェニル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス［４－（２－ヒド
ロキシエトキシ）フェニル］プロパン、ビス［４－（２－ヒドロキシ）フェニル］スルホ
ン、１，１－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］シクロヘキサン、４，４
’－ジヒドロキシ－ｐ－ターフェニル、４，４’－ジヒドロキシ－ｐ－クオーターフェニ
ルなどの芳香族ジオールなどから誘導されるポリエステル、あるいはこれらのジカルボン
酸成分およびジオール成分を２種以上併用した共重合ポリエステルであってもよい。また
、３官能以上の多官能カルボン酸成分、多官能オキシ酸成分および多官能ヒドロキシ成分
などを５モル％以下の範囲で共重合することも可能である。
　前記ハードセグメントを形成するポリエステルとしては、例えば、ポリエチレンテレフ
タレート、プリブチレンテレフタレート、ポリメチレンテレフタレート、ポリエチレンナ
フタレート、ポリブチレンナフタレート等が挙げられ、ポリブチレンテレフタレートが好
ましい。
【００７８】
　また、前記ソフトセグメントを形成するポリマーとしては、例えば、脂肪族ポリエステ
ル、脂肪族ポリエーテルが挙げられる。
　前記脂肪族ポリエーテルとしては、ポリ（エチレンオキシド）グリコール、ポリ（プロ
ピレンオキシド）グリコール、ポリ（テトラメチレンオキシド）グリコール、ポリ（ヘキ
サメチレンオキシド）グリコール、エチレンオキシドとプロピレンオキシドの共重合体、
ポリ（プロピレンオキシド）グリコールのエチレンオキシド付加重合体、エチレンオキシ
ドとテトラヒドロフランの共重合体等が挙げられる。
　前記脂肪族ポリエステルとしては、ポリ（ε－カプロラクトン）、ポリエナントラクト
ン、ポリカプリロラクトン、ポリブチレンアジペート、ポリエチレンアジペートなどが挙
げられる。
　これらの脂肪族ポリエーテルおよび脂肪族ポリエステルのなかでも、得られるポリエス
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テルブロック共重合体の弾性特性の観点から、ポリ（テトラメチレンオキシド）グリコー
ル、ポリ（プロピレンオキシド）グリコールのエチレンオキシド付加物、ポリ（ε－カプ
ロラクトン）、ポリブチレンアジペート、ポリエチレンアジペートなどが好ましい。
【００７９】
　また、前記ソフトセグメントを構成するポリマーの数平均分子量としては、強靱性およ
び低温柔軟性の観点から、３００～６０００が好ましい。更に、前記ハードセグメント（
ｘ）およびソフトセグメント（ｙ）との質量比（ｘ：ｙ）は、成形性の観点から、９９：
１～２０：８０が好ましく、９８：２～３０：７０が更に好ましい。
【００８０】
　上述のハードセグメントとソフトセグメントとの組合せとしては、上述で挙げたハード
セグメントとソフトセグメントとのそれぞれの組合せを挙げることができる。この中でも
ハードセグメントがポリブチレンテレフタレート、ソフトセグメント脂肪族ポリエーテル
の組み合わせが好ましく、ハードセグメントがポリブチレンテレフタレート、ソフトセグ
メントがポリ（エチレンオキシド）グリコールが更に好ましい。
【００８１】
　また、前記熱可塑性エラストマーとしては、熱可塑性エラストマーを酸変性してなるも
のを用いてもよい。
　前記「熱可塑性エラストマーを酸変性してなるもの」とは、熱可塑性エラストマーに、
カルボン酸基、硫酸基、燐酸基等の酸性基を有する不飽和化合物を結合させることをいう
。例えば、酸性基を有する不飽和化合物として、不飽和カルボン酸（一般的には、無水マ
レイン酸）を用いるとき、オレフィン系熱可塑性エラストマーに、不飽和カルボン酸の不
飽和結合部位を結合（例えば、グラフト重合）させることが挙げられる。
【００８２】
　酸性基を有する化合物は、ポリアミド系熱可塑性エラストマーおよびポリアミド系熱可
塑性エラストマー以外の熱可塑性エラストマーの劣化抑制の観点からは、弱酸基であるカ
ルボン酸基を有する化合物が好ましく、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸
、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等が挙げられる。
【００８３】
　前記ポリエステル系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、市販品の東レ・デュポン
製の「ハイトレル」シリーズ（例えば、３０４６、５５５７、６３４７、４０４７、４７
６７等）、東洋紡社製「ベルプレン」シリーズ（Ｐ３０Ｂ、Ｐ４０Ｂ、Ｐ４０Ｈ、Ｐ５５
Ｂ、Ｐ７０Ｂ、Ｐ１５０Ｂ、Ｐ２８０Ｂ、Ｐ４５０Ｂ、Ｐ１５０Ｍ、Ｓ１００１、Ｓ２０
０１、Ｓ５００１、Ｓ６００１、Ｓ９００１等））を用いることができる。
【００８４】
　上述の熱可塑性エラストマーは、前記ハードセグメントを形成するポリマーおよびソフ
トセグメントを形成するポリマーを公知の方法によって共重合することで合成することが
できる。
【００８５】
　前記樹脂材料の融点としては、通常１００℃～３５０℃程度であるが、タイヤの生産性
の観点から１００～２５０℃程度が好ましく、１００℃～２００℃が更に好ましい。
　また、タイヤの耐久性や生産性を向上させることができる。前記樹脂材料には、所望に
応じて、ゴム、エラストマー、熱可塑性樹脂、各種充填剤（例えば、シリカ、炭酸カルシ
ウム、クレイ）、老化防止剤、オイル、可塑剤、発色剤、耐候剤等の各種添加剤を含有（
ブレンド）させてもよい。
【００８６】
　前記タイヤ骨格体を形成する樹脂材料としては、補強金属コード部材を被覆する極性を
有する熱可塑性樹脂とのＳＰ値（溶解性パラメータ）の差が、６．０以下である樹脂材料
を用いることが好ましい。前記ＳＰ値の差は、好ましくは４．０以下、更に好ましくは３
．０以下である。極性を有する熱可塑性樹脂とタイヤ骨格体を有する樹脂との差が３．０
以下であると、タイヤ骨格体と補強金属コード部材を被覆する被覆用混合物との接着性が
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向上し、より補強金属コード部材の接着耐久性を向上させることができる。
【００８７】
　前記樹脂材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張
弾性率としては、５０～１０００ＭＰａが好ましく、５０～８００ＭＰａがさらに好まし
く、５０～７００ＭＰａが特に好ましい。前記樹脂材料の引張弾性率が、１００～１００
０ＭＰａであると、タイヤ骨格の形状を保持しつつリム組みを効率的におこなうことがで
きる。
【００８８】
　前記樹脂材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張
降伏強さは、５ＭＰａ以上が好ましく、５～２０ＭＰａが好ましく、５～１７ＭＰａがさ
らに好ましい。前記樹脂材料の引張降伏強さが、５ＭＰａ以上であると、走行時などにタ
イヤにかかる荷重に対する変形に耐えることができる。
【００８９】
　前記樹脂材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張
降伏伸びは、１０％以上が好ましく、１０～７０％が好ましく、１５～６０％がさらに好
ましい。前記樹脂材料の引張降伏伸びが、１０％以上であると、弾性領域が大きく、リム
組み性をよくすることができる。
【００９０】
　前記樹脂材料（タイヤ骨格体）自体のＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５に規定される引張
破壊伸び（ＪＩＳ　Ｋ７１１３：１９９５）としては、５０％以上が好ましく、１００％
以上が好ましく、１５０％以上がさらに好ましく、２００％以上が特に好ましい。前記樹
脂材料の引張破壊伸びが、５０％以上であると、リム組み性がよく、衝突に対して破壊し
にくくすることができる。
【００９１】
　前記樹脂材料（タイヤ骨格体）自体のＩＳＯ７５－２又はＡＳＴＭ　Ｄ６４８に規定さ
れる荷重たわみ温度（０．４５ＭＰａ荷重時）としては、５０℃以上が好ましく、５０～
１５０℃が好ましく、５０～１３０℃がさらに好ましい。前記樹脂材料の荷重たわみ温度
が、５０℃以上であると、タイヤの製造において加硫を行う場合であってもタイヤ骨格体
の変形を抑制するこができる。
【００９２】
［第１の実施形態］
　以下に、図面に従って本発明のタイヤの第１の実施形態に係るタイヤを説明する。
　本実施形態のタイヤ１０について説明する。図１（Ａ）は、本発明の一実施形態に係る
タイヤの一部の断面を示す斜視図である。図１（Ｂ）は、リムに装着したビード部の断面
図である。図１に示すように、本実施形態のタイヤ１０は、従来一般のゴム製の空気入り
タイヤと略同様の断面形状を呈している。本実施形態においては、補強金属コード部材と
して撚り構造を有するスチールコードが用いられており、これを芯としてその外周を少な
くとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆
用混合物（例えば、エチレン－ビニルアルコール共重合体（ＥＶＯＨ、エチレン含有率：
２７モル％）とポリオレフィン系エラストマー（エチレン・ブテン共重合体）との混合物
）で被覆した補強コード２６が用いられている。更に、本実施形態においては、タイヤ骨
格体（タイヤケース１７）の軸方向に沿った断面視で、熱可塑性樹脂で被覆された補強金
属コード部材（即ち、補強コード２６）の少なくとも一部がタイヤ骨格体の外周部に埋設
された状態で螺旋状に巻回されている。
【００９３】
　図１（Ａ）に示すように、タイヤ１０は、図１（Ｂ）に示すリム２０のビードシート２
１およびリムフランジ２２に接触する１対のビード部１２と、ビード部１２からタイヤ径
方向外側に延びるサイド部１４と、一方のサイド部１４のタイヤ径方向外側端と他方のサ
イド部１４のタイヤ径方向外側端とを連結するクラウン部１６（外周部）と、からなるタ
イヤケース１７を備えている。
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【００９４】
　ここで、本実施形態のタイヤケース１７は、ポリアミド系熱可塑性エラストマー（例え
ば、宇部興産社製、ＵＢＥＳＴＡ、「ＸＰＡ９０４８Ｘ１」：弾性率１８３ＭＰａ）を用
いて構成されている。
【００９５】
　本実施形態においてタイヤケース１７は、単一の熱可塑性樹脂材料で形成されているが
、本発明はこの構成に限定されず、従来一般のゴム製の空気入りタイヤと同様に、タイヤ
ケース１７の各部位毎（サイド部１４、クラウン部１６、ビード部１２など）に異なる特
徴を有する熱可塑性樹脂材料を用いてもよい。また、タイヤケース１７（例えば、ビード
部１２、サイド部１４、クラウン部１６等）に、補強材（高分子材料や金属製の繊維、コ
ード、不織布、織布等）を埋設配置し、補強材でタイヤケース１７を補強してもよい。
【００９６】
　本実施形態のタイヤケース１７は、ポリアミド系熱可塑性エラストマーを含む樹脂材料
で形成された一対のタイヤケース半体（タイヤ骨格片）１７Ａ同士を接合させたものであ
る。タイヤケース半体１７Ａは、一つのビード部１２と一つのサイド部１４と半幅のクラ
ウン部１６とを一体として射出成形等で成形された同一形状の円環状のタイヤケース半体
１７Ａを互いに向かい合わせてタイヤ赤道面部分で接合することで形成されている。なお
、タイヤケース１７は、２つの部材を接合して形成するものに限らず、３以上の部材を接
合して形成してもよい。
【００９７】
　前記樹脂材料で形成されるタイヤケース半体１７Ａは、例えば、真空成形、圧空成形、
インジェクション成形、メルトキャスティング等で成形することができる。このため、従
来のようにゴムでタイヤケースを成形する場合に比較して、加硫を行う必要がなく、製造
工程を大幅に簡略化でき、成形時間を省略することができる。
　また、本実施形態では、タイヤケース半体１７Ａは左右対称形状、即ち、一方のタイヤ
ケース半体１７Ａと他方のタイヤケース半体１７Ａとが同一形状とされているので、タイ
ヤケース半体１７Ａを成形する金型が１種類で済むメリットもある。
【００９８】
　本実施形態において、図１（Ｂ）に示すようにビード部１２には、従来一般の空気入り
タイヤと同様のスチールコードからなる円環状のビードコア１８が埋設されている。しか
し、本発明はこの構成に限定されず、ビード部１２の剛性が確保され、リム２０との嵌合
に問題なければ、ビードコア１８を省略することもできる。なお、スチールコード以外に
、有機繊維コード、樹脂被覆した有機繊維コード、または硬質樹脂などで形成されていて
もよい。
【００９９】
　本実施形態では、ビード部１２のリム２０と接触する部分や、少なくともリム２０のリ
ムフランジ２２と接触する部分に、タイヤケース１７を構成する樹脂材料よりもシール性
に優れた材料、例えば、ゴムからなる円環状のシール層２４が形成されている。このシー
ル層２４はタイヤケース１７（ビード部１２）とビードシート２１とが接触する部分にも
形成されていてもよい。タイヤケース１７を構成する樹脂材料よりもシール性に優れた材
料としては、タイヤケース１７を構成する樹脂材料に比して軟質な材料を用いることがで
きる。シール層２４に用いることのできるゴムとしては、従来一般のゴム製の空気入りタ
イヤのビード部外面に用いられているゴムと同種のゴムを用いることが好ましい。また、
タイヤケース１７を形成する樹脂材料のみでリム２０との間のシール性が確保できれば、
ゴムのシール層２４は省略してもよく、前記樹脂材料よりもシール性に優れる他の熱可塑
性樹脂（熱可塑性エラストマー）を用いてもよい。このような他の熱可塑性樹脂としては
、ポリウレタン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリエステル樹脂
等の樹脂やこれら樹脂とゴム若しくはエラストマーとのブレンド物等が挙げられる。また
、熱可塑性エラストマーを用いることもでき、例えば、ポリエステル系熱可塑性エラスト
マー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポ
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リオレフィン系熱可塑性エラストマー、或いは、これらエラストマー同士の組み合わせや
、ゴムとのブレンド物等が挙げられる。
【０１００】
　図１に示すように、クラウン部１６には、タイヤケース１７を構成するスチールコード
を少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含
む被覆用混合物で被覆した補強コード２６がタイヤケース１７の周方向に巻回されている
。補強コード２６は、タイヤケース１７の軸方向に沿った断面視で、少なくとも一部がク
ラウン部１６に埋設された状態で螺旋状に巻回されている。補強コード２６のタイヤ径方
向外周側には、タイヤケース１７を構成する樹脂材料よりも耐摩耗性に優れた材料、例え
ばゴムからなるトレッド３０が配置されている。
【０１０１】
　図２を用いて補強コード２６について説明する。図２は、第１の実施形態のタイヤのタ
イヤケースのクラウン部に補強コードが埋設された状態を示すタイヤ回転軸に沿った断面
図である。図２に示されるように、補強コード２６は、タイヤケース１７の軸方向に沿っ
た断面視で、少なくとも一部がクラウン部１６に埋設された状態で螺旋状に巻回されてい
る。補強コード２６のクラウン部１６に埋設された部分は、クラウン部１６（タイヤケー
ス１７）を構成する樹脂材料と密着した状態となっている。
【０１０２】
　図２に示すように、補強コード２６は、スチール繊維を撚ったスチールコード２７が芯
となり、スチールコード２７の外周が少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフ
ィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物２８で被覆された構造を有している。
スチールコード２７を被覆する被覆用混合物２８の層厚は特に限定はないが、おおよそ平
均層厚０．２ｍｍ～４．０ｍｍが好ましく、０．５ｍｍ～３．０ｍｍが更に好ましく、１
．０ｍｍ～２．０ｍｍが特に好ましい。被覆用混合物２８の弾性率は、タイヤケース１７
を形成する樹脂材料の弾性率の０．１倍から１０倍の範囲内に設定することが好ましい。
被覆用混合物２８の弾性率がタイヤケース１７を形成する熱可塑性樹脂材料の弾性率の１
０倍以下の場合は、クラウン部が硬くなり過ぎずリム組み性が容易になる。また、被覆用
混合物２８の弾性率がタイヤケース１７を形成する熱可塑性樹脂材料の弾性率の０．１倍
以上の場合には、被覆用混合物２８が柔らかすぎず、ベルト面内せん断剛性に優れコーナ
リング力が向上する。
【０１０３】
　また、図２において埋設量Ｌは、タイヤケース１７（クラウン部１６）に対する補強コ
ード２６のタイヤ回転軸方向への埋設量を示す。補強コード２６のクラウン部１６に対す
る埋設量Ｌは、補強コード２６の直径Ｄの１／５以上であれば好ましく、１／２を超える
ことがさらに好ましい。そして、補強コード２６全体がクラウン部１６に埋設されること
が最も好ましい。補強コード２６の埋設量Ｌが、補強コード２６の直径Ｄの１／２を超え
ると、補強コード２６の寸法上、埋設部から飛び出し難くなる。また、補強コード２６全
体がクラウン部１６に埋設されると、表面（外周面）がフラットになり、補強コード２６
が埋設されたクラウン部１６上に部材が載置されても補強コード周辺部に空気が入るのを
抑制することができる。
【０１０４】
　上述のように補強コード２６のタイヤ径方向外周側にはトレッド３０が配置されている
。このトレッド３０に用いるゴムは、従来のゴム製の空気入りタイヤに用いられているゴ
ムと同種のゴムを用いることが好ましい。なお、トレッド３０の代わりに、タイヤケース
１７を構成する樹脂材料よりも耐摩耗性に優れる他の種類の熱可塑性樹脂材料で形成した
トレッドを用いてもよい。また、トレッド３０には、従来のゴム製の空気入りタイヤと同
様に、路面との接地面に複数の溝からなるトレッドパターンが形成されている。
【０１０５】
以下、本発明のタイヤの製造方法について説明する。
（タイヤケース成形工程）
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　まず、薄い金属の支持リングに支持されたタイヤケース半体同士を互いに向かい合わせ
る。次いで、タイヤケース半体の突き当て部分の外周面と接するように図を省略する接合
金型を設置する。ここで、前記接合金型はタイヤケース半体Ａの接合部（突き当て部分）
周辺を所定の圧力で押圧するように構成されている。次いで、タイヤケース半体の接合部
周辺を、タイヤケースを構成する熱可塑性樹脂材料の融点（または軟化点）以上で押圧す
る。タイヤケース半体の接合部が接合金型によって加熱・加圧されると、前記接合部が溶
融しタイヤケース半体同士が融着しこれら部材が一体となってタイヤケース１７が形成さ
れる。尚、本実施形態においては接合金型を用いてタイヤケース半体の接合部を加熱した
が、本発明はこれに限定されず、例えば、別に設けた高周波加熱機等によって前記接合部
を加熱したり、予め熱風、赤外線の照射等によって軟化または溶融させ、接合金型によっ
て加圧して。タイヤケース半体を接合させてもよい。
【０１０６】
（補強金属コード部材巻回工程）
　次に、補強コード巻回工程について図３を用いて説明する。図３は、コード加熱装置、
およびローラ類を用いてタイヤケースのクラウン部に補強コードを埋設する動作を説明す
るための説明図である。図３において、コード供給装置５６は、補強コード２６を巻き付
けたリール５８と、リール５８のコード搬送方向下流側に配置されたコード加熱装置５９
と、補強コード２６の搬送方向下流側に配置された第１のローラ６０と、第１のローラ６
０をタイヤ外周面に対して接離する方向に移動する第１のシリンダ装置６２と、第１のロ
ーラ６０の補強コード２６の搬送方向下流側に配置される第２のローラ６４と、および第
２のローラ６４をタイヤ外周面に対して接離する方向に移動する第２のシリンダ装置６６
と、を備えている。第２のローラ６４は、金属製の冷却用ローラとして利用することがで
きる。また、本実施形態において、第１のローラ６０または第２のローラ６４の表面は、
溶融または軟化した樹脂材料の付着を抑制するためにフッ素樹脂（本実施形態では、テフ
ロン（登録商標））でコーティングされている。なお、本実施形態では、コード供給装置
５６は、第１のローラ６０または第２のローラ６４の２つのローラを有する構成としてい
るが、本発明はこの構成に限定されず、何れか一方のローラのみ（即ち、ローラ１個）を
有している構成でもよい。また、リール５８に巻き付けられたコード部材２６は被覆用混
合物２８で被覆されたスチールコード２７を巻き付けたものが用いられる。
【０１０７】
　また、コード加熱装置５９は、熱風を生じさせるヒーター７０およびファン７２を備え
ている。また、コード加熱装置５９は、内部に熱風が供給される、内部空間を補強コード
２６が通過する加熱ボックス７４と、加熱された補強コード２６を排出する排出口７６と
を備えている。
【０１０８】
　本工程においては、まず、コード加熱装置５９のヒーター７０の温度を上昇させ、ヒー
ター７０で加熱された周囲の空気をファン７２の回転によって生じる風で加熱ボックス７
４へ送る。次に、リール５８から巻き出した補強コード２６を、熱風で内部空間が加熱さ
れた加熱ボックス７４内へ送り加熱（例えば、補強コード２６の温度を１００～２００℃
程度に加熱）する。加熱された補強コード２６は、排出口７６を通り、図３の矢印Ｒ方向
に回転するタイヤケース１７のクラウン部１６の外周面に一定のテンションをもって螺旋
状に巻きつけられる。ここで、加熱された補強コード２６がクラウン部１６の外周面に接
触すると、接触部分の樹脂材料が溶融または軟化し、加熱された補強コード２６の少なく
とも一部がクラウン部１６の外周面に埋設される。このとき、溶融または軟化した樹脂材
料に加熱された補強コード２６が埋設されるため、樹脂材料と補強コード２６とが隙間が
ない状態、つまり密着した状態となる。これにより、補強コード２６を埋設した部分への
エア入りが抑制される。なお、補強コード２６をタイヤケース１７の樹脂材料の融点（ま
たは軟化点）よりも高温に加熱することで、補強コード２６が接触した部分の樹脂材料の
溶融または軟化が促進される。このようにすることで、クラウン部１６の外周面に補強コ
ード２６を埋設しやすくなると共に、効果的にエア入りを抑制することができる。
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【０１０９】
　また、補強コード２６の埋設量Ｌは、補強コード２６の加熱温度、補強コード２６に作
用させるテンション、および第１のローラ６０による押圧力等によって調整することがで
きる。そして、本実施形態では、補強コード２６の埋設量Ｌが、補強コード２６の直径Ｄ
の１／５以上となるように設定されている。なお、補強コード２６の埋設量Ｌとしては、
直径Ｄの１／２を超えることがさらに好ましく、補強コード２６全体が埋設されることが
最も好ましい。
【０１１０】
　次に、タイヤケース１７の外周面に加硫済みの帯状のトレッド３０を１周分巻き付けて
タイヤケース１７の外周面にトレッド３０を、接着剤などを用いて接着する。なお、トレ
ッド３０は、例えば、従来知られている更生タイヤに用いられるプレキュアトレッドを用
いることができる。本工程は、更生タイヤの台タイヤの外周面にプレキュアトレッドを接
着する工程と同様の工程である。
【０１１１】
　そして、タイヤケース１７のビード部１２に、加硫済みのゴムからなるシール層２４を
、接着剤等を用いて接着すれば、タイヤ１０の完成となる。
【０１１２】
（作用）
　本実施形態のタイヤ１０では、ポリアミド系熱可塑性エラストマーで形成されたタイヤ
ケース１７の外周面に、スチールコード２７を芯としこれを被覆用混合物２８で被覆した
補強コード２６が巻回されている。ＥＶＯＨはポリアミド系樹脂熱可塑エラストマーと接
着性が高く、また、スチールコードに比してポリアミド系熱可塑性エラストマーとの剛性
段差が小さい。このように補強コード２６がＥＶＯＨとエチレン・ブテン共重合体とを含
む被覆用混合物で被覆されていると、スチールコード２７を単にクッションゴムで固定す
る場合と比してタイヤケース１７と補強コード１６との硬さの差を小さくできるため、ス
チールコード２７を芯とする補強コード２６をタイヤケース１７に十分に密着・固定する
ことができる。これにより、タイヤ製造時に気泡が残存するのを効果的に防止することが
でき、走行時に補強金属コード部材が動くのを効果的に抑制することができる。更に、Ｅ
ＶＯＨとエチレン・ブテン共重合体とを含む被覆用混合物は、ＥＶＯＨを単独で用いた場
合に比して柔軟性を得やすい。このため、ＥＶＯＨを単独で用いた場合よりも少量の被覆
で所望の柔軟性を得ることができる。
【０１１３】
　また、本実施形態のタイヤ１０では、樹脂材料で形成されたタイヤケース１７のクラウ
ン部１６の外周面に前記樹脂材料よりも剛性が高い補強コード２６が周方向へ螺旋状に巻
回されていることから耐パンク性、耐カット性、およびタイヤ１０の周方向剛性が向上す
る。なお、タイヤ１０の周方向剛性が向上することで、熱可塑性樹脂材料で形成されたタ
イヤケース１７のクリープが防止される。
【０１１４】
　また、タイヤケース１７の軸方向に沿った断面視（図１に示される断面）で、樹脂材料
で形成されたタイヤケース１７のクラウン部１６の外周面に補強コード２６の少なくとも
一部が埋設され且つ樹脂材料に密着していることから、製造時のエア入りが抑制されてお
り、走行時の入力などによって補強コード２６が動くのが抑制される。これにより、補強
コード２６、タイヤケース１７、およびトレッド３０に剥離などが生じるのが抑制され、
タイヤ１０の耐久性が向上する。
【０１１５】
　そして、図２に示すように、補強コード２６の埋設量Ｌが直径Ｄの１／５以上となって
いることから、製造時のエア入りが効果的に抑制されており、走行時の入力などによって
補強コード２６が動くのがさらに抑制される。
【０１１６】
　さらに、ビード部１２には、金属材料からなる環状のビードコア１８が埋設されている
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ことから、従来のゴム製の空気入りタイヤと同様に、リム２０に対してタイヤケース１７
、すなわちタイヤ１０が強固に保持される。
【０１１７】
　上述の実施形態では、補強コード２６を加熱し、加熱した補強コード２６が接触する部
分のタイヤケース１７の表面を溶融または軟化させる構成としたが、本発明はこの構成に
限定されず、補強コード２６を加熱せずに熱風生成装置を用い、補強コード２６が埋設さ
れるクラウン部１６の外周面を加熱した後、補強コード２６をクラウン部１６に埋設する
ようにしてもよい。
【０１１８】
　また、第１の実施形態では、コード加熱装置５９の熱源をヒーターおよびファンとして
いるが、本発明はこの構成に限定されず、補強コード２６を輻射熱（例えば、赤外線など
）で直接加熱する構成としてもよい。
【０１１９】
　さらに、第１の実施形態では、補強コード２６を埋設した熱可塑性樹脂材料が溶融また
は軟化した部分を金属製の第２のローラ６４で強制的に冷却する構成としたが、本発明は
この構成に限定されず、熱可塑性樹脂材料が溶融または軟化した部分に冷風を直接吹きか
けて、熱可塑性樹脂材料の溶融または軟化した部分を強制的に冷却固化する構成としても
よい。
【０１２０】
　また、補強コード２６は螺旋巻きするのが製造上は容易だが、幅方向で補強コード２６
を不連続とする方法等も考えられる。
【０１２１】
　第１の実施形態のタイヤ１０は、ビード部１２をリム２０に装着することで、タイヤ１
０とリム２０との間で空気室を形成する、所謂チューブレスタイヤであるが、本発明はこ
の構成に限定されず、完全なチューブ形状であってもよい。
【０１２２】
［第２の実施形態］
　次に、図面に従って本発明のタイヤの第２の実施形態について説明する。図４は、第２
の実施形態のタイヤのタイヤケースのクラウン部上に補強金属コード部材が埋設された補
強コード被覆層を有する態様を示すタイヤ回転軸に沿った断面図である。本実施形態のタ
イヤは、図４に示すように、タイヤケースのクラウン部１６表面にスチールコード２７（
補強金属コード部材）が埋設された補強コード被覆層２９を有し、補強コード被覆層２９
上にトレッド３０が配置されている。第２の実施形態に係るタイヤは、上記の点以外は第
１の実施形態と同様の構成を有し、前記第１の実施形態と同様の構成については同様の番
号が付される。
【０１２３】
　第２の実施形態のタイヤは、上述の第１の実施形態と同様に、タイヤケース１７が、ポ
リアミド系熱可塑性エラストマー（例えば、宇部興産社製、ＵＢＥＳＴＡ、「ＸＰＡ９０
４８Ｘ１」：弾性率１８３ＭＰａ）を用いて構成されている。
【０１２４】
　本実施形態におけるタイヤは、図４に示すように、クラウン部１６に、タイヤケース１
７の周方向に巻回されたスチールコード２７が埋設された補強コード被覆層２９が設けら
れている。ここで、スチールコード２７は、一部がタイヤケース１７のクラウン部１６表
面に埋設されている。補強コード被覆層２９は、少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂と
ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被覆用混合物（例えば、エチレン－ビニ
ルアルコール共重合体（ＥＶＯＨ、エチレン含有率：２７モル％）とポリオレフィン系エ
ラストマー（エチレン・ブテン共重合体）との混合物）で構成されている。補強コード被
覆層２９の層厚は特に限定されるものではないが、耐久性及びタイヤケース１７及びトレ
ッド３０との接着性を考慮すると、おおよそ平均層厚０．２ｍｍ～４．０ｍｍが好ましく
、０．５ｍｍ～３．０ｍｍが更に好ましく、１．０ｍｍ～２．０ｍｍが特に好ましい。
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【０１２５】
　また、補強コード被覆層２９の弾性率は、タイヤケース１７を形成する樹脂材料の弾性
率の０．１倍から１０倍の範囲内に設定することが好ましい。補強コード被覆層２９の弾
性率がタイヤケース１７を形成する熱可塑性樹脂材料の弾性率の１０倍以下の場合は、ク
ラウン部が硬くなり過ぎずリム組み性が容易になる。また、補強コード被覆層２９の弾性
率がタイヤケース１７を形成する熱可塑性樹脂材料の弾性率の０．１倍以上の場合には、
補強コード被覆層２９が柔らかすぎず、ベルト面内せん断剛性に優れコーナリング力が向
上する。
【０１２６】
　次に本実施形態のタイヤの製造方法について説明する。
（骨格形成工程）
　まず、上述の第１の実施形態と同様にして、タイヤケース半体１７Ａを形成し、これを
接合金型によって加熱・押圧し、タイヤケース１７を形成する。
【０１２７】
（補強金属コード部材巻回工程）
　本実施形態におけるタイヤの製造装置は、上述の第１の実施形態と同様であり、上述の
第１の実施形態の図３に示すコード供給装置５６において、リール５８にはスチールコー
ド２７を巻き付けたものが用いられる。次いで、リール５８に巻き付けられたスチールコ
ード２７は、第１の実施形態と同様にして、タイヤケース１７の外周面にその一部が埋設
されながら外周面に沿って巻回される。本実施形態においては、補強コード被覆層２９を
形成して当該層にスチールコード２７を埋設することで、スチールコード２７の表面に少
なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを含む被
覆用混合物材料を被覆させる。このため、スチールコード２７の直径Ｄ２に対するタイヤ
ケース１７への埋設量Ｌは、スチールコード２７の直径Ｄ２の１／５以下となるように設
定することが好ましい。
【０１２８】
（積層工程）
　次に、スチールコード２７を埋設させたタイヤケース１７の外周面に被覆用混合物（Ｅ
ＶＯＨ＋エチレン・ブテン共重合体）を、図示を省略する溶融押出機等を用いて塗布し、
補強コード被覆層２９を形成する。
【０１２９】
　次に、補強コード被覆層２９上に未加硫状態のクッションゴムを１周分巻き付け、その
クッションゴムの上に例えば、ゴムセメント組成物などの接合剤を塗布し、その上に加硫
済みまたは半加硫状態のトレッドゴムを１周分巻き付けて、生タイヤケース状態とする。
　次に、タイヤケース１７の外周面に加硫済みの帯状のトレッド３０を１周分巻き付けて
タイヤケース１７の外周面にトレッド３０を、接着剤などを用いて接着する。なお、トレ
ッド３０は、例えば、従来知られている更生タイヤに用いられるプレキュアトレッドを用
いることができる。本工程は、更生タイヤの台タイヤの外周面にプレキュアトレッドを接
着する工程と同様の工程である。
【０１３０】
　そして、タイヤケース１７のビード部１２に、加硫済みのゴムからなるシール層２４を
、接着剤等を用いて接着すれば、タイヤ１０の完成となる。
【０１３１】
（作用）
　本実施形態によれば、第１の実施形態の効果に加えて、タイヤケース１７の外周面上に
補強コード被覆層２９を設けることで、スチールコード２７を強固にタイヤケース１７上
に固定することができると共に、スチールコード２７とタイヤケース１７との剛性段差を
効果的に抑制することができる。更に、ＥＶＯＨとエチレン・ブテン共重合体とを含む被
覆用混合物は、ＥＶＯＨを単独で用いた場合に比して柔軟性を得やすい。このため、ＥＶ
ＯＨを単独で用いた場合よりも少量の被覆用混合物で所望の柔軟性を備えた補強コード被
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覆層２９を得ることができる。
【０１３２】
　また、第２の実施形態では、スチールコード２７をクラウン部１６へ螺旋状に巻回する
構成としたが、本発明はこれに限らず、スチールコード２７が幅方向で不連続となるよう
に巻回する構成としてもよい。
【０１３３】
　以上、実施形態を挙げて本発明の実施の形態を説明したが、これらの実施形態は一例で
あり、要旨を逸脱しない範囲内で種々変更して実施できる。また、本発明の権利範囲がこ
れらの実施形態に限定されないことは言うまでもない。
【実施例】
【０１３４】
　以下、本発明について実施例を用いて、本発明を具体的に説明する。
　本実施例においては、タイヤケースを構成する樹脂材料に対するスチールコードの引き
抜き性と接着耐久性とについて評価を行った
【０１３５】
＜引き抜き性＞
　まず、φ０．８ｍｍのブラスメッキワイヤーを、φ１０ｍｍ、長さ４０ｍｍの円柱状金
型の中心にセットした。
　次いで、前記円柱状金型のキャビティー部に下記表１に記載の樹脂（ワイヤー被覆樹脂
）を充填して射出成型を行った。得られた樹脂を冷却して、樹脂部の中心にブラスメッキ
ワイヤーがセットされた円柱状の試験片を得た。
　得られた試験片について、樹脂部からワイヤーを５０ｍｍ／ｍｉｎで引き抜き、島津製
作所（株）製「ＡＧ－５ＫＮＫ」を用い、引き抜きの際の引抜力（単位：Ｎ）を測定した
。測定値に基づき、下記の基準に従って、各試験片の引き抜き性について評価した。
＜基準＞
　◎：引き抜き力が８００Ｎ以上
　○：引き抜き力が８００Ｎ未満かつ４００Ｎより大きい    
　×：引き抜き力が４００Ｎ以下     
【０１３６】
＜接着耐久性評価＞
　φ２．０ｍｍのブラスメッキワイヤーに、下記表１に記載のワイヤー被覆樹脂を用いて
厚み０．５ｍｍの樹脂層で被覆した。
　次いで、得られたブラスメッキワイヤー（被覆層付き）を複数、４０ｍｍ×４０ｍｍ×
４ｍｍの金型にセットし、樹脂（ポリアミドエラストマーＸＰＡ９０４４（宇部興産社製
））を金型に充填し射出成型して樹脂被覆ワイヤーがセットされた板状の試験片を得た。
　得られた試験片について定荷重疲労試験機を用い、３５０Ｎ、２Ｈｚの繰り返し伸長疲
労を行い、樹脂からワイヤーが引き抜けるまでの回数を測定した。
【０１３７】
【表１】
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　また、上記表１中の各材料について、諸情報を下記表２に示す。
【０１３９】
【表２】

※表中の略称は以下を表す。
・ＥＶＯＨ Ｌ－１０１：（株）クラレ製「エバール」シリーズの「Ｌ１０１Ｂ」
・ＰＡ６ １０２２Ｂ：宇部興産（株）製の「１０２２Ｂ」
・ＰＥ　ＵＢＥＣ１３０：宇部丸善ポリエチレン（株）製の「ＵＢＥＣ１３０」
・ＴＡＦＭＥＲ ＭＨ７０１０（ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー）：市販品の三
井化学社製の「タフマー」シリーズの「ＭＨ７０１０」
【０１４０】
　表１の結果から分かるように、極性の高い樹脂とポリオレフィン系熱可塑性エラストマ
ーであるタフマーとを含む被覆用混合物でワイヤーを被覆すると引き抜き性及び接着耐久
性のいずれも優れていることが分かった。
【符号の説明】
【０１４１】
　　１０ タイヤ
　　１２ ビード部
　　１６ クラウン部（外周部）
　　１８ ビードコア       
　　２０ リム
　　２１ ビードシート
　　２２ リムフランジ
　　１７ タイヤケース（タイヤ骨格体）
　　２４ シール層
　　２６ 補強コード
　　２７ スチールコード（補強金属コード部材）
　　２８ 被覆用混合物（少なくとも極性を有する熱可塑性樹脂とポリオレフィン系熱可
塑性エラストマーとを含む被覆用混合物）
　　２９ 補強コード被覆層
　　３０ トレッド
　　Ｄ 補強コードの直径
　　Ｌ 補強コードの埋設量
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